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１.18年9月中間期の連結業績(平成18年4月1日～平成18年9月30日)
(1)連結経営成績 (注)百万円未満は切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
 18年9月中間期 18,673 10.3 2,622 34.2 2,433 40.2
 17年9月中間期 16,934 18.1 1,954 37.8 1,735 30.8
 18年3月期 35,880 4,585 4,100

百万円 ％ 円　銭　 円　銭　
 18年9月中間期 1,405 △ 3.4 19    04   －   
 17年9月中間期 1,454 46.3 19    69   －   
 18年3月期 2,885 38    82   －   
(注)①持分法投資損益　18年9月中間期 －百万円　17年9月中間期 －百万円　18年3月期 －百万円

　　②期中平均株式数(連結)　18年9月中間期 73,829,752株　17年9月中間期 73,876,185株　18年3月期 73,865,746株

　　③会計処理の方法の変更　無

　　④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　銭　
 18年9月中間期 51,005 20,120 39.4 272    33   
 17年9月中間期 46,162 17,475 37.9 236    58   
 18年3月期 49,429 19,290 39.0 261    00   
(注)期末発行済株式数(連結)　18年9月中間期 73,814,502株　17年9月中間期 73,867,891株　18年3月期 73,840,330株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円
 18年9月中間期 1,457 △ 706 △ 876 6,207
 17年9月中間期 1,222 △ 546 △ 1,364 5,256
 18年3月期 4,017 △ 915 △ 2,718 6,333

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
　 連結子会社数 4社　持分法適用非連結子会社数 －社　持分法適用関連会社数 －社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
　 連結(新規) －社　(除外) －社　持分法(新規) －社　(除外) －社

２.19年3月期の連結業績予想(平成18年4月1日～平成19年3月31日)
　

百万円 百万円 百万円
通　　期 37,500 4,700 2,700

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)　36円57銭 

　※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後

　　様々な要因により予想数値と異なる場合があります。

売 上 高 経常利益 当期純利益

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期 末 残 高

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産

売 上 高 営業利益 経常利益

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益
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企業集団の状況 
当社グループ（提出会社、子会社６社及び関連会社３社により構成）が営んでいる事業内容、各関係会社の

当該事業に係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。なお、区分内容は、

事業の種類別セグメント情報と同一であります。 
（工作機械） 
製造及び販売ともに提出会社が中心でありますが、米国向けの販売は、技術サービスも含めてＯＫＫ ＵＳＡ 
ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ（連結子会社）が行い、また、製造についてもその一部は大豊機工㈱（連結子会社）・㈱

オーケイケイ・シムテック（連結子会社）・㈱オーケーケーエンジニアリング（連結子会社）及びＴＨＡＩ ＯＫＫ
 ＭＡＣＨＩＮＥＲＹ ＣＯ.,ＬＴＤ.（関連会社）が行っております。技術サービスについては、提出会社が行うほ
か㈱オーケーケーエンジニアリング（連結子会社）が国内の一部を、ＯＫＫ Ｅｕｒｏｐｅ ＧｍｂＨ（非連結子会
社）が欧州を担当しております。このほか、大連華凱机床有限公司（関連会社）が中国市場を中心に製造・販売

及び技術サービスの一部を行っております。また、大阪机工(上海)商貿有限公司（非連結子会社）は、平成 18年
７月に提出会社製の中国市場での技術サービスを行うため設立した会社であります。 
（水道メーター） 
製造を大豊機工㈱で行い、販売については主に提出会社が行っておりますが、計装システム関係などは主に大

豊機工㈱が行っております。 
（その他） 
繊維機械は、提出会社並びに天津ＯＫＫ機械有限公司（関連会社）で製造・販売を行っております。このほか、

㈱オーケイケイ・シムテック（連結子会社）が製造・販売を行っております建築用金物事業等があります。 

 
（注）    製品の流れ・    部品の流れ・    技術サービスの流れ 
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連結子会社（米国） 
OKK USA CORPORATION 
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大 連 華 凱 机 床 有 限 公 司 

非連結子会社（独国） 
O K K  E u r o p e  G m b H 

関連会社（中国） 
天 津 ＯＫＫ機 械 有 限 公 司 
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経営方針 
１.経営の基本方針 

当社グループは工作機械を主力製品とし、その他水道メーター等があり、それらの製造・販売を行って

おります。 

当社グループは製品を世界のマーケットに提供しており、そのユーザーの要請に的確に応える新製品と

新技術の開発に全力を傾けております。また、経営を進めていく上で、「顧客第一」「スピード」「責任」の

三つのキーワードを行動の指針としております。 

 

２.利益配分に関する基本方針 
株主に対する利益還元は経営の最重要政策のひとつとして位置づけており、安定した業績をあげ継続的

に配当を行うことを基本としつつ、企業体質の強化や事業展開等を考慮した上で業績に対応した配当を行

うこととしております。 

 
３.投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

投資単位の引下げについては、流動性の観点から重要な問題と認識しておりますが、株式市場の動向や

当社株式の株価推移等を総合的に検討し、慎重に対処していきたいと考えております。 

 

４.目標とする経営指標 

当社グループは高収益な体質を目指しており、目標とする経営指標は売上高経常利益率１０％以上であ

ります。 

 

５.対処すべき課題 

グローバルな規模での価格競争の激化や国際化に伴うリスクの増大、また、地球環境に対する社会的ニ

－ズの高まりなど、当企業集団を取巻く環境は厳しさを増すばかりであります。 

このような環境の中、当社創業１００年(２０１５年)を展望し、磐石な企業基盤とグローバルブランド

ＯＫＫを構築するため、顧客満足度の向上、ものづくりのプロセスの改革のための諸施策を実施し、高収

益な企業体質を目指すとともに、内部統制システムの更なる整備や環境問題への取組みを進める所存であ

ります。 

 

６.親会社等に関する事項 

該当事項はありません。 
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経営成績及び財政状態 
１.経営成績 

(１)当中間連結会計年度の概況 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善により、民間設備投資が拡大するととも

に、所得・雇用環境が好転するなど、景気は回復基調で推移しました。 

 このような状況の中で、主力の工作機械が国内、海外とも堅調に推移しました結果、受注高で１８２

億４千２百万円（前中間連結会計期間比５.１％増、提出会社単独ベース）、売上高で１８６億７千３百

万円（前中間連結会計期間比１０.３％増）といずれも増加となりました。 

 利益面におきましては、売上高の増加、販売価格の改善、生産性の向上等により、経常利益は２４億

３千３百万円（前中間連結会計期間比４０.２％増）となり、中間純利益は１４億５百万円（前中間連結

会計期間比３.４％減）の計上となりました。 

 

①事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

（工作機械） 

 国内は、自動車産業を中心とする幅広い業種での旺盛な設備投資が持続し、好調に推移しました。

一方海外においても、欧米での航空機、自動車向けを中心にした堅調な推移や中国を始めとするアジ

ア地域の需要拡大がありました。この結果、生産高は１９６億１百万円（前中間連結会計期間比２６.

１％増、販売価格ベース）、受注高は１７３億９千９百万円（前中間連結会計期間比５.８％増、当社

単独ベース）、売上高は１７５億６千９百万円（前中間連結会計期間比１１.９％増）、営業利益は２７

億４千７百万円（前中間連結会計期間比３４.３％増）といずれも増加となりました。 

（水道メーター） 

 官公庁向けの販売は、低価格水準が続いている中で、原材料価格が高騰してさらに厳しさが増して

おり、また計装システムの販売も価格競争の影響を受けて低迷し、受注・売上とも減少しました。こ

の結果、生産高は７億２千３百万円（前中間連結会計期間比０.１％減、販売価格ベース）、受注高は

６億８千万円（前中間連結会計期間比１０.９％減、当社単独ベース）、売上高は６億６千５百万円（前

中間連結会計期間比８.４％減）、営業損失は７千７百万円となりました。 

（その他） 

 売上高は４億３千９百万円（前中間連結会計期間比１４.１％減）となったものの、営業利益は３千

９百万円（前中間連結会計期間比７７.８％増）となりました。 

 

②所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

（日本） 

 自動車産業を中心とする幅広い業種での旺盛な設備投資が持続し、好調に推移しました。この結果、

売上高は１８８億１千８百万円（前中間連結会計期間比１２.９％増）、営業利益は２７億２千９百万

円（前中間連結会計期間比４３.９％増）といずれも増加となりました。 

（米国） 

 原油の高騰・金利の先高感、並びに住宅関連の落込みによる消費の鈍化等の懸念材料はあるものの

自動車部品・航空機部品関連を中心に堅調に設備投資が進む中、ディ－ラ－教育等拡販に注力いたし

ました。この結果、売上高は３０億４千万円（前中間連結会計期間比７.８％増）、営業利益は１億７

百万円（前中間連結会計期間比２９.７％減）となりました。 

 

(２)通期の見通し 

通期（１８／４～１９／３）の見通しといたしましては、米国の景気の先行きや国内自動車メ－カ－

の設備投資の回復の遅れなど一部に懸念材料はありますが、国内、海外とも設備投資は高水準を持続し

ており、景気は引き続き回復基調で推移するものと思われます。 

業績予想としては、売上高３７５億円を予定し、利益面では経常利益４７億円、当期純利益２７億円

程度になるものと予想いたしております。 
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２.財政状態 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ１億２千５百万円（２.

０％）減少し、６２億７百万円となりました。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、１４億５千７百万円の収入超（前中間連結会計期間：１２億

２千２百万円の収入超）となりました。収入の主な内訳は、税金等調整前中間純利益２４億４百万円、

減価償却費２億５千３百万円であり、支出の主な内訳は、法人税等の支払額１１億９百万円であります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、７億６百万円の支出超（前中間連結会計期間：５億４千６百万

円の支出超）となりました。これは、主に有形固定資産の取得によるものであります。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、８億７千６百万円の支出超（前中間連結会計期間：１３億６千

４百万円の支出超）となりました。これは、主に借入金の弁済によるものであります。 

 

なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは、次のとおりであります。 

 平成16年９月期 平成17年３月期 平成17年９月期 平成18年３月期 平成18年９月期

自己資本比率(％) ２８.２ ３４.６ ３７.９ ３９.０ ３９.４ 

時価ベースの      

自己資本比率(％) ３４.６ ３８.９ ５０.６ ７０.１ ５３.０ 

債務償還年数（年） ４.０ ２.９ ３.４ １.７ ２.１ 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾊﾞﾚｯｼ ・゙ﾚｼｵ(倍) ８.６ １０.３ １０.９ ２０.６ １９.０ 

(注)１.上記各指標の算式は、次のとおりであります。 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業活動によるキャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業活動によるキャッシュ・フロー／利払い 

２.各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

３.株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。 

４.営業活動によるキャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・

フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支

払っているすべての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー

計算書の利息の支払額を使用しております。 
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３.事業等のリスク 

 当社グループの経営成績、株価及び財政状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなも

のがあります。なお、文中における将来に関する事項は、本資料作成日現在において当社グループが判断

したものであります。 

(１)為替レートの変動 
 当社グループの海外売上高比率は、平成１７年９月期３１.０％(うち北米向け１６.６％)、平成１８

年９月期３２.３％(うち北米向け２０.０％)となっており、北米向けのほとんどが米ドル建の取引であ

ります。このため、為替予約等リスクヘッジを行なってはおりますが、為替レートの変動が当社グルー

プの業績及び財政状況に影響を及ぼす可能性があります。 

(２)人材の確保と育成 
 当社グループの主力製品であります工作機械市場において勝ち残るためには、革新的な新製品の投入

が不可欠であります。そのため、有能なエンジニアの確保と育成は当社グループの発展には重要な要素

の一つであります。 

(３)公的規制 
 当社グループは、輸出割合が相当程度あるため、事業展開する各国において輸出入規制等様々な政府

規制の適用を受けております。これらの規制に変化があった場合に、当社グループの業績及び財政状況

に影響を及ぼす可能性があります。 

(４)災害等による影響 
 当社グループの主力製品であります工作機械は、大半が猪名川製造所で生産されております。全ての

設備における定期的な災害防止検査と設備点検を行なっておりますが、不可避の事態が発生した場合に

は、生産能力に影響が出る可能性があります。 
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中間連結財務諸表 
１.中間連結貸借対照表 

（単位：百万円） 

当中間連結会計期間末 前連結会計年度 前中間連結会計期間末

（１８.９.３０現在） （１８.３.３１現在）
増  減 

（１７.９.３０現在）科     目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 金  額 構成比

（資 産 の 部）  % %  %

Ⅰ流動資産   

1.現金及び預金 ６,３４１ ６,４３２ △９１ ５,３６１

2.受取手形及び売掛金 １０,４５０ ９,７８８ ６６１ ８,９４４

3.たな卸資産 ９,６８３ ８,２４０ １,４４２ ８,０７３

4.その他 ８０３ １,５４８ △７４５ １,４０４

貸倒引当金 △５ △５０９ ５０３ △５１２

流動資産合計 ２７,２７２ 53.5 ２５,５０１ 51.6 １,７７１ ２３,２７１ 50.4

Ⅱ固定資産   

1.有形固定資産   

(1)建物及び構築物 ２,６３３ ２,３５３ ２７９ ２,３６２

(2)機械装置及び運搬具 １,０６１ ９８０ ８１ ９４５

(3)土地 １５,４４５ １５,４４８ △３ １５,４７８

(4)その他 ４４２ ４７２ △２９ ３９１

有形固定資産合計 １９,５８３ 38.4 １９,２５５ 38.9 ３２８ １９,１７７ 41.5

2.無形固定資産 ３８ 0.1 ３９ 0.1 △１ ４０ 0.1

3.投資その他の資産   

(1)投資有価証券 ３,８０３ ４,３４０ △５３６ ３,３５７

(2)その他 ８２５ ３１７ ５０８ ３４１

貸倒引当金 △５１８ △２４ △４９４ △２６

投資その他の資産合計 ４,１１０ 8.0 ４,６３３ 9.4 △５２３ ３,６７３ 8.0

固定資産合計 ２３,７３２ 46.5 ２３,９２８ 48.4 △１９６ ２２,８９０ 49.6

資 産 合 計 ５１,００５ 100.0 ４９,４２９ 100.0 １,５７５ ４６,１６２ 100.0
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（単位：百万円） 

当中間連結会計期間末 前連結会計年度 前中間連結会計期間末

（１８.９.３０現在） （１８.３.３１現在）
増  減 

（１７.９.３０現在）科     目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 金  額 構成比

（負 債 の 部）  % %  %

Ⅰ流動負債   

1.支払手形及び買掛金 １２,２９４ １０,５３７ １,７５７ ９,４４０

2.短期借入金 ２,９１１ ３,７７３ △８６２ ４,５６７

3.未払法人税等 １,００５ １,０７２ △６７ １３９

4.賞与引当金 ４６７ ４８９ △２１ ３７８

5.製品保証引当金 １３７ １２４ １３ １１９

6.その他 １,０３７ １,０３８ △０ ９７９

流動負債合計 １７,８５４ 35.0 １７,０３５ 34.5 ８１８ １５,６２４ 33.8

Ⅱ固定負債   

1.長期借入金 ３,３２５ ３,０９６ ２２９ ３,７０７

2.再評価に係る繰延税金負債 ６,００７ ６,００７ － ５,８１５

3.退職給付引当金 ３,０１０ ２,８２５ １８４ ２,７６４

4.役員退職金引当金 １３３ １３３ △０ １１９

5.連結調整勘定 － ０ － ０

6.負ののれん ０ － － －

7.その他 ５５４ １,０２３ △４６８ ６４０

固定負債合計 １３,０３０ 25.6 １３,０８６ 26.5 △５５ １３,０４８ 28.3

負 債 合 計 ３０,８８５ 60.6 ３０,１２２ 61.0 ７６２ ２８,６７２ 62.1

（少数株主持分）   

少数株主持分 － － １７ 0.0 － １４ 0.0

（資 本 の 部）   

Ⅰ資本金 － － ５,７８２ 11.7 － ５,７８２ 12.5

Ⅱ資本剰余金 － － ９５４ 1.9 － ９５４ 2.1

Ⅲ利益剰余金 － － ２,８３４ 5.7 － １,３８７ 3.0

Ⅳ土地再評価差額金 － － ８,２７８ 16.8 － ８,４９７ 18.4

Ⅴその他有価証券評価差額金 － － １,４９８ 3.0 － ９１５ 2.0

Ⅵ為替換算調整勘定 － － △１８ △0.0 － △３４ △0.1

Ⅶ自己株式 － － △３９ △0.1 － △２７ △0.0

資 本 合 計 － － １９,２９０ 39.0 － １７,４７５ 37.9

負債、少数株主持分及び資本合計 － － ４９,４２９ 100.0 － ４６,１６２ 100.0

（純 資 産 の 部）   

Ⅰ株主資本   

1.資本金 ５,７８２  

2.資本剰余金 ９５５  

3.利益剰余金 ３,９９９  

4.自己株式 △５０  

株主資本合計 １０,６８７ 20.9  
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（単位：百万円） 

当中間連結会計期間末 前連結会計年度 前中間連結会計期間末

（１８.９.３０現在） （１８.３.３１現在）
増  減 

（１７.９.３０現在）科     目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 金  額 構成比

Ⅱ評価・換算差額等  % %  %

1.その他有価証券評価差額金 １,１６９  

2.繰延ヘッジ損益 △１７  

3.土地再評価差額金 ８,２７８  

4.為替換算調整勘定 △１６  

評価・換算差額等合計 ９,４１４ 18.5  

Ⅲ少数株主持分 １８ 0.0  

純 資 産 合 計 ２０,１２０ 39.4  

負債純資産合計 ５１,００５ 100.0  
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２.中間連結損益計算書 

（単位：百万円） 

当中間連結会計期間 

（18.4.1～18.9.30） 

前中間連結会計期間 

（17.4.1～17.9.30） 
増  減 

前連結会計年度 

(17.4.1～18.3.31) 科     目 

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 金  額 百分比

  % %  %

Ⅰ売上高 １８,６７３ 100.0 １６,９３４ 100.0 １,７３９ ３５,８８０ 100.0

Ⅱ売上原価 １３,２４０ 70.9 １２,３６１ 73.0 ８７９ ２５,９７０ 72.4

売上総利益 ５,４３３ 29.1 ４,５７３ 27.0 ８５９ ９,９１０ 27.6

Ⅲ販売費及び一般管理費 ２,８１０ 15.1 ２,６１８ 15.5 １９１ ５,３２４ 14.8

営業利益 ２,６２２ 14.0 １,９５４ 11.5 ６６８ ４,５８５ 12.8

Ⅳ営業外収益   

1.受取利息 ３ １ ２ ３

2.受取配当金 ３３ １８ １４ ２６

3.その他 １２ １３ △１ ２４

計 ４９ 0.3 ３４ 0.2 １５ ５４ 0.1

Ⅴ営業外費用   

1.支払利息 ８３ １３０ △４６ ２２１

2.たな卸資産評価損 ５７ ７３ △１６ ５４

3.たな卸資産廃却損 ４０ － ４０ １７９

4.その他 ５７ ４９ ８ ８３

計 ２３９ 1.3 ２５３ 1.5 △１４ ５３９ 1.5

経常利益 ２,４３３ 13.0 １,７３５ 10.2 ６９７ ４,１００ 11.4

Ⅵ特別利益   

1.貸倒引当金戻入益 ７ － ７ ５

2.その他 ０ － ０ １

計 ７ 0.1 － － ７ ６ 0.0

Ⅶ特別損失   

1.有形固定資産処分損 １９ ２５ △６ ４９

2.投資有価証券評価損 １７ － １７ －

3.役員退職金引当金繰入額 － ３３ △３３ ３３

4.その他 － － － ３５

計 ３６ 0.2 ５９ 0.3 △２２ １１７ 0.3

税金等調整前中間(当期)純利益 ２,４０４ 12.9 １,６７５ 9.9 ７２８ ３,９８８ 11.1

法人税､住民税及び事業税 １,０３３ １７９ ８５３ １,２５１

法人税等調整額 △３５ ３９ △７５ △１５２

計 ９９７ 5.4 ２１９ 1.3 ７７８ １,０９８ 3.1

少数株主利益 ０ 0.0 １ 0.0 △１ ４ 0.0

中間(当期)純利益 １,４０５ 7.5 １,４５４ 8.6 △４９ ２,８８５ 8.0
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３.中間連結剰余金計算書 

（単位：百万円） 

前中間連結会計期間 前連結会計年度 

（17.4.1～17.9.30） (17.4.1～18.3.31) 科     目 

金  額 金  額 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ資本剰余金期首残高 ９５４ ９５４ 

Ⅱ資本剰余金中間期末(期末)残高 ９５４ ９５４ 

（利益剰余金の部）   

Ⅰ利益剰余金期首残高 △６７ △６７ 

Ⅱ利益剰余金増加高   

1.土地再評価差額金取崩額 － １５ 

2.中間（当期）純利益 １,４５４ ２,８８５ 

計 １,４５４ ２,９０１ 

Ⅲ利益剰余金中間期末(期末)残高 １,３８７ ２,８３４ 

 
４.中間連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円） 

 株主資本   

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計   

平成18年3月31日残高 ５,７８２ ９５４ ２,８３４ △３９ ９,５３１ 

中間連結会計期間中の変動額   

 剰余金の配当  △２２１ △２２１ 

 役員賞与  △１８ △１８ 

 中間純利益  １,４０５ １,４０５ 

 自己株式の取得  △１１ △１１ 

 自己株式の処分  ０ ０ ０ 

 株主資本以外の項目の中間連 
 結会計期間中の変動額(純額) 

 

 

 

 

中間連結会計期間中の変動額合計 － ０ １,１６５ △１０ １,１５５ 

平成18年9月30日残高 ５,７８２ ９５５ ３,９９９ △５０ １０,６８７ 

 
 評価・換算差額等 

 
その他有価証 

券評価差額金 

繰延ヘッジ

損益 

土地再評 

価差額金 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

少数株主 

持分 
純資産合計

平成18年3月31日残高 １,４９８ － ８,２７８ △１８ ９,７５８ １７ １９,３０７

中間連結会計期間中の変動額   

 剰余金の配当   △２２１

 役員賞与   △１８

 中間純利益   １,４０５

 自己株式の取得   △１１

 自己株式の処分   ０

 株主資本以外の項目の中間連 
 結会計期間中の変動額(純額) 

 

△３２８ △１７ － ２

 

△３４３ ０ △３４３

中間連結会計期間中の変動額合計 △３２８ △１７ － ２ △３４３ ０ ８１２

平成18年9月30日残高 １,１６９ △１７ ８,２７８ △１６ ９,４１４ １８ ２０,１２０
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５.中間連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円） 
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

科   目 
(18.4.1～18.9.30) (17.4.1～17.9.30) (17.4.1～18.3.31) 

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー    

 1.税金等調整前中間(当期)純利益 ２,４０４ １,６７５ ３,９８８ 

 2.減価償却費 ２５３ ２１６ ４７４ 

 3.連結調整勘定償却額 － △０ △０ 

 4.のれん償却額 △０ － － 

 5.貸倒引当金の増減額（△は減少） △９ △５ △１０ 

 6.賞与引当金の増減額（△は減少） △２１ １３ １２３ 

 7.退職給付引当金の増減額（△は減少） １８４ １５３ ２１３ 

 8.受取利息及び受取配当金 △３７ △２０ △２９ 

 9.支払利息 ８３ １３０ ２２１ 

10.有形固定資産処分損 １９ ２５ ４９ 

11.投資有価証券評価損 １７ － － 

12.売上債権の増減額（△は増加） △６５８ △５９１ △１,４０６ 

13.たな卸資産の増減額（△は増加） △１,４３２ △１３１ △２１６ 

14.仕入債務の増減額（△は減少） １,８０２ １７６ １,２４０ 

15.その他 ０ △１６９ △１６７ 

小計 ２,６０６ １,４７２ ４,４８１ 

16.利息及び配当金の受取額 ３７ ２０ ２９ 

17.利息の支払額 △７６ △１１２ △１９４ 

18.法人税等の支払額 △１,１０９ △１５９ △２９９ 

営業活動によるキャッシュ・フロー １,４５７ １,２２２ ４,０１７ 

    

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー    

 1.定期預金の預入れによる支出 △１３４ △１０４ △９９ 

 2.定期預金の払戻しによる収入 ９９ ２０９ ２１０ 

 3.有形固定資産の取得による支出 △６６５ △５１７ △８８４ 

 4.有形固定資産の売却による収入 ３０ ０ １０ 

 5.無形固定資産の取得による支出 △０ △４ △５ 

 6.投資有価証券の取得による支出 △３４ △５０ △５０ 

 7.貸付金の回収による収入 ３ ６ １０ 

 8.その他 △５ △８６ △１０６ 

投資活動によるキャッシュ・フロー △７０６ △５４６ △９１５ 

    

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー    

 1.短期借入金の純増減額（△は減少） △９７８ △１,３００ △１,４７６ 

 2.長期借入れによる収入 １,３００ １,５５０ ３,２５０ 

 3.長期借入金の返済による支出 △９５４ △１,５９３ △４,５２２ 

 4.配当金の支払額 △２２１ － － 

 5.その他 △２２ △２０ ３０ 

財務活動によるキャッシュ・フロー △８７６ △１,３６４ △２,７１８ 

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 ０ ６ １１ 

Ⅴ現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △１２５ △６８２ ３９４ 

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高 ６,３３３ ５,９３８ ５,９３８ 

Ⅶ現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ６,２０７ ５,２５６ ６,３３３ 
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（中間連結財務諸表作成の基本となる重要な事項） 

１.連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社 ４社 

大豊機工㈱、㈱オーケイケイ・シムテック、㈱オーケーケーエンジニアリング、OKK USA CORPORATION 

(2)非連結子会社 ２社 

ＯＫＫ Ｅｕｒｏｐｅ ＧｍｂＨ、大阪机工(上海)商貿有限公司 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社２社はいずれも小規模であり、合計の総資産・売上高・中間純損益及び利益剰余金等は、いずれも

中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

２.持分法の適用に関する事項 

持分法を適用しない非連結子会社名及び関連会社名 

(1)非連結子会社 ２社 

ＯＫＫ Ｅｕｒｏｐｅ ＧｍｂＨ、大阪机工(上海)商貿有限公司 

(2)関連会社 ３社 

ＴＨＡＩ ＯＫＫ ＭＡＣＨＩＮＥＲＹ ＣＯ.,ＬＴＤ. 、天津ＯＫＫ機械有限公司、大連華凱机床有限公司 

（持分法を適用しない理由） 

持分法非適用会社は、それぞれ中間純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重

要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。 

３.連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と一致しております。 

４.会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 移動平均法に基づく原価法 

②デリバティブ取引により生じる債権及び債務 

時価法 

③たな卸資産 

ａ製品・仕掛品 主として個別法に基づく原価法 

ｂ半製品・原材料・貯蔵品 主として総平均法に基づく原価法 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（国内法人のみ） 

建物は定額法、建物以外については定率法によっております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人

税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

②無形固定資産（国内法人のみ） 

定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっており

ます。ただし、自社利用のソフトウエアについては、自社利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま

す。 

(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額（うち当中間連結会計期間に帰属する額）を計上しております。 

③製品保証引当金 

工作機械、水道メーター、ドアフレームのアフターサービス費等に備えるため、売上高を基準として、過去の経験率

により算定した額を計上しております。 
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④退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。なお、会計基準変更時差異につ

いては、15 年による按分額を費用処理しております。また、数理計算上の差異については、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間内の一定の年数(10年)による按分額を翌連結会計年度より費用処理しております。 

⑤役員退職金引当金 

役員の退職金の支給に充てるため、提出会社及び連結子会社３社は、内規に基づく中間連結会計期間末要支給

額を計上しております。 

(4)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。なお、在外子会社の資産、負債、収益及び費用は中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。 

(5)重要なリ－ス取引の処理方法 

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(6)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当

処理に、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引については特例処理によっております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

当中間連結会計期間にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。 

ａヘッジ手段 … 為替予約、ヘッジ対象 … 製品輸出による外貨建売上債権 

ｂヘッジ手段 … 金利スワップ等、ヘッジ対象 … 借入金利息 

③ヘッジ方針 

輸出取引に係る為替変動のリスクに備えるためのみに、輸出実績を踏まえながらその残高の範囲内で為替予約

取引を行っております。また、借入金の調達金利を固定化し変動リスクを回避するため金利スワップ取引等を行

っております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の累計額を比較して、有効性を判定することにしておりま

す。ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。 

(7)その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

①消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

５.中間連結キャッシュ・フロ－計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ケ月以内に償還期限の到来する短期投資からなります。 

(会計方針の変更) 

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等 

当中間連結会計期間から、｢貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準｣(企業会計基準委員会 平成 17 年 12

月9日 企業会計基準第5号)及び｢貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針｣(企業会計基準委員

会 平成17年12月9日 企業会計基準適用指針第8号)を適用しております。従来の資本の部の合計に相当する金額は

２０,１１９百万円であります。なお、中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間における中間連結財

務諸表は、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。 
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注記事項 
（中間連結貸借対照表関係） 

（単位：百万円） 

当中間連結会計期間末 前 連 結 会 計 年 度 前中間連結会計期間末 

（１８.９.３０現在） （１８.３.３１現在） （１７.９.３０現在） 

１.有形固定資産の減価償却累計額 

 １７,９８７ 

１.有形固定資産の減価償却累計額 

 １８,１８６ 

１.有形固定資産の減価償却累計額 

 １８,１０７ 

２.担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとお

りであります。 

建物及び構築物 １,８０３ 

機械装置及び運搬具 ３３１ 

土地 １５,０３４ 

投資有価証券 １ 

計 １７,１７０ 

担保付債務は次のとおりでありま

す。 

短期借入金 ７２０ 

長期借入金 ４,３６２ 

(うち１年以内返済予定額 １,１５５) 

計 ５,０８２ 

２.担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとお

りであります。 

現金及び預金 １０ 

建物及び構築物 １,５０８ 

機械装置及び運搬具 ３５８ 

土地 １５,０３４ 

投資有価証券 ３２５ 

計 １７,２３５ 

担保付債務は次のとおりでありま

す。 

短期借入金 ２,０００ 

長期借入金 ４,２１５ 

(うち１年以内返済予定額 １,１１９) 

計 ６,２１５ 

２.担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとお

りであります。 

現金及び預金 １０ 

受取手形及び売掛金 ２０３ 

建物及び構築物 １,９６８ 

機械装置及び運搬具 ４３６ 

土地 １５,２７７ 

投資有価証券 １,０７８ 

計 １８,９７３ 

担保付債務は次のとおりでありま

す。 

短期借入金 ２,０３０ 

長期借入金 ５,３９１ 

(うち１年以内返済予定額 １,７１１) 

計 ７,４２１ 

 上記のほか、提出会社においてワラ

ンティボンド発行のため、預金４百

万円を担保に供しております。 

上記のほか、提出会社においてワラ

ンティボンド発行のため、預金４百

万円を担保に供しております。 

３.受取手形割引高 １,４５３ ３.受取手形割引高 １,４５４ ３.受取手形割引高 １,６１４ 

４.中間連結会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日をも

って決済処理しております。なお、

当中間連結会計期間末日が金融機関

の休日であったため、次の中間連結

会計期間末日満期手形が、中間連結

会計期間末残高に含まれておりま

す。 

―――――――― ―――――――― 

受取手形 １０５   

割引手形 ２１０   

支払手形 １,３９０   
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（中間連結損益計算書関係） 

（単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度 

（１８.４.１～１８.９.３０） （１７.４.１～１７.９.３０） （１７.４.１～１８.３.３１） 

１.販売費及び一般管理費の主要な費目

の内訳 

給料･手当･賞与 ７１３ 

運送費 ７５３ 

研究開発費 ７５ 

減価償却費 ４３ 

製品保証引当金繰入額 １２９ 

賞与引当金繰入額 １５３ 

退職給付費用 １０３ 

役員退職金引当金繰入額 １４ 

１.販売費及び一般管理費の主要な費目

の内訳 

給料･手当･賞与 ６９７ 

運送費 ６６２ 

研究開発費 ４４ 

減価償却費 ３５ 

製品保証引当金繰入額 １１２ 

賞与引当金繰入額 １３５ 

退職給付費用 １０８ 

役員退職金引当金繰入額 ７ 

１.販売費及び一般管理費の主要な費目

の内訳 

給料･手当･賞与 １,５６８ 

運送費 １,３４４ 

研究開発費 １００ 

減価償却費 ７８ 

製品保証引当金繰入額 １２４ 

賞与引当金繰入額 １６９ 

退職給付費用 ２１４ 

役員退職金引当金繰入額 ２２ 

２.有形固定資産処分損の主なものは、

機械装置及び運搬具の廃却損１４百

万円であります。 

２.有形固定資産処分損の主なものは、

建物及び構築物の廃却損１１百万円

であります。 

２.有形固定資産処分損の主なものは、

建物及び構築物２８百万円、機械装

置及び運搬具１７百万円でありま

す。 

 
（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

１．発行済株式に関する事項 

当中間連結会計期間（１８.４.１～１８.９.３０） （単位：株） 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式 ７４,０５８,１６８ － － ７４,０５８,１６８

２．自己株式に関する事項 

当中間連結会計期間（１８.４.１～１８.９.３０） （単位：株） 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式 ２１７,８３８ ２８,０７８ ２,２５０ ２４３,６６６

(注)変動事由の概要としましては、増加の全ては単元未満株式の買取りによるものであり、減少の全ては単元未満株式の

買増し請求による売渡しであります。 

３．新株予約権等に関する事項 

    該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成18年6月29日 

定時株主総会 
普通株式 

百万円

２２１

円

３
平成18年3月31日 平成18年6月30日

 

(2)基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金 

の総額 

１株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

平成18年11月17日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 

百万円

２２１

円

３
平成18年9月30日 平成18年12月8日
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度 

（１８.４.１～１８.９.３０） （１７.４.１～１７.９.３０） （１７.４.１～１８.３.３１） 

１.現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 ６,３４１ 

預入期間が３ケ月 

を越える定期預金 △１３４ 

現金及び現金同等物 ６,２０７ 

１.現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 ５,３６１ 

預入期間が３ケ月 

を越える定期預金 △１０５ 

現金及び現金同等物 ５,２５６ 

１.現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

現金及び預金勘定 ６,４３２ 

預入期間が３ケ月 

を越える定期預金 △９９ 

現金及び現金同等物 ６,３３３ 
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（リース取引関係） 

（単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度 

（１８.４.１～１８.９.３０） （１７.４.１～１７.９.３０） （１７.４.１～１８.３.３１） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１.リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高

相当額 

 
取得価額 

 

相当額 

減価償却

累計額 

相当額 

中間期末

残高 

相当額 

機械装

置及び

運搬具 

８５５ ３２７ ５２８

その他 ２２４ ８８ １３５

計 １,０７９ ４１５ ６６３

「その他」は、工具、器具及び備品で

あります。 

（注）取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１.リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高

相当額 

 
取得価額

 

相当額 

減価償却

累計額 

相当額 

中間期末

残高 

相当額 

機械装

置及び

運搬具

４７８ ２７３ ２０４

その他 ２４３ １４３ １００

計 ７２２ ４１６ ３０５

「その他」は、工具、器具及び備品で

あります。 

（注）同左 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１.リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額 

 
取得価額 

 

相当額 

減価償却

累計額 

相当額 

期末残高

 

相当額 

機械装

置及び

運搬具 

６２２ ２６７ ３５４

その他 １６７ ８０ ８７

計 ７９０ ３４７ ４４２

「その他」は、工具、器具及び備品で

あります。 

（注）取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。 

２.未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内  １６９ 

１年超  ４９４ 

合 計  ６６３ 

（注）未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定してお

ります。 

２.未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内  １０７ 

１年超  １９８ 

合 計  ３０５ 

（注）同左 

２.未経過リース料期末残高相当額 

１年内  １２５ 

１年超  ３１６ 

合 計  ４４２ 

（注）未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

３.支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 ８０ 

減価償却費相当額 ８０ 

３.支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 ６２ 

減価償却費相当額 ６２ 

３.支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 １２５ 

減価償却費相当額 １２５ 

４.減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。 

４.減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４.減価償却費相当額の算定方法 

同左 
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（有価証券関係） 

１.その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円） 

当中間連結会計期間末 前連結会計年度 前中間連結会計期間末 

（１８.９.３０現在） （１８.３.３１現在） （１７.９.３０現在） 
区 分 

取得原価 

中間連結

貸借対照

表計上額 

差 額 取得原価

連結貸借

対照表計

上額 
差 額 取得原価 

中間連結

貸借対照

表計上額

差 額 

株 式 １,６２８ ３,６０１ １,９７３ １,６１８ ４,１４５ ２,５２７ １,６１８ ３,１６３ １,５４５

債 券 １０２ １０１ △１ １０２ １０１ △０ １０２ １０１ △０

計 １,７３０ ３,７０２ １,９７２ １,７２０ ４,２４７ ２,５２６ １,７２０ ３,２６４ １,５４４

(注)１.表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間連結会計期間は株式について１７百万円減

損処理を行っております。 

２.減損処理にあたっては、期末時の下落率が50％以上の銘柄については全て減損処理を行い、期末時の下落率が30％

以上50％未満の銘柄については個別に回復可能性を判定し、回復可能性がないものについて減損処理を行うこと

としております。 

２.時価評価されていない主な有価証券 （単位：百万円） 

当中間連結会計期間末 前連結会計年度 前中間連結会計期間末 

（１８.９.３０現在） （１８.３.３１現在） （１７.９.３０現在） 区  分 

中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額

その他有価証券    

非上場株式 ８２ ８２ ８２ 

 
（デリバティブ取引関係） 
当中間連結会計期間末（１８.９.３０現在） 

ヘッジ会計を適用している為替予約取引及び金利スワップ取引以外は、該当事項はありません。 

 

前中間連結会計期間末（１７.９.３０現在） 

ヘッジ会計を適用している為替予約取引及び金利スワップ取引以外は、該当事項はありません。 

 

前連結会計年度末（１８.３.３１現在） 
ヘッジ会計を適用している為替予約取引及び金利スワップ取引以外は、該当事項はありません。 



－  － 
 

20

ＯＫＫ 
（セグメント情報） 

１．事業の種類別セグメント情報 

当中間連結会計期間（１８.４.１～１８.９.３０） （単位：百万円） 

 工作機械 水道ﾒｰﾀｰ その他 計 消去又は全社 連  結 

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 17,569 665 439 18,673 － 18,673

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － － －

計 17,569 665 439 18,673 － 18,673

営業費用 14,822 742 399 15,964 86 16,051

営業利益 2,747 △77 39 2,709 (86) 2,622

（注）1.事業区分は、売上集計区分によっております。 

2.各事業の主な製品 

・工作機械 … マシニングセンタ・フライス盤・専用工作機械 

・水道メーター … 水道メーター各種型式・テレメータ検針システム・配水計測システム・ハンディターミナル 

・その他 … 繊維機械・建築用金物 

3.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（86百万円）の主なものは、提出会社本社の管理

部門の費用の一部であります。 

前中間連結会計期間（１７.４.１～１７.９.３０） （単位：百万円） 

 工作機械 水道ﾒｰﾀｰ その他 計 消去又は全社 連  結 

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 15,696 727 511 16,934 － 16,934

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － － －

計 15,696 727 511 16,934 － 16,934

営業費用 13,651 758 488 14,898 81 14,980

営業利益 2,045 △31 22 2,036 (81) 1,954

（注）1.事業区分は、売上集計区分によっております。 

2.各事業の主な製品 

・工作機械 … マシニングセンタ・フライス盤・専用工作機械 

・水道メーター … 水道メーター各種型式・テレメータ検針システム・配水計測システム・ハンディターミナル 

・その他 … 繊維機械・建築用金物 

3.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（81百万円）の主なものは、提出会社本社の管理

部門の費用の一部であります。 

4.連結子会社㈱ｵｰｹｰｹｰｷｬｽﾃｨﾝｸﾞの役員退職慰労金について、当中間連結会計期間より内規に基づく要支給額を役員退

職金引当金として計上する方法に変更しております。この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業利益は「工

作機械」が1百万円、「その他」が0百万円、それぞれ減少しております。 

前連結会計年度（１７.４.１～１８.３.３１） （単位：百万円） 

 工作機械 水道ﾒｰﾀｰ その他 計 消去又は全社 連  結 

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 33,233 1,568 1,078 35,880 － 35,880

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － － －

計 33,233 1,568 1,078 35,880 － 35,880

営業費用 28,530 1,611 988 31,130 164 31,295

営業利益 4,703 △43 90 4,750 (164) 4,585
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（注）1.事業区分は、売上集計区分によっております。 

2.各事業の主な製品 

・工作機械 … マシニングセンタ・フライス盤・専用工作機械 

・水道メーター … 水道メーター各種型式・テレメータ検針システム・配水計測システム・ハンディターミナル 

・その他 … 繊維機械・建築用金物 

3.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（164 百万円）の主なものは、提出会社本社の管

理部門の費用の一部であります。 

4.連結子会社㈱ｵｰｹｰｹｰｷｬｽﾃｨﾝｸﾞ(現㈱ｵｰｹｰｹｰｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ)の役員退職慰労金について、当連結会計年度より内規に基づ

く要支給額を役員退職金引当金として計上する方法に変更しております。この結果、従来の方法によった場合に比

べ、営業利益は「工作機械」が2百万円、「その他」が0百万円、それぞれ減少しております。 

２．所在地別セグメント情報 

当中間連結会計期間（１８.４.１～１８.９.３０） （単位：百万円） 

 日本 米国 計 消去又は全社 連  結 

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 15,633 3,040 18,673 － 18,673

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 3,185 － 3,185 (3,185) －

計 18,818 3,040 21,859 (3,185) 18,673

営業費用 16,089 2,932 19,022 (2,971) 16,051

営業利益 2,729 107 2,837 (214) 2,622

（注）営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（86百万円）の主なものは、提出会社

本社の管理部門の費用の一部であります。 

前中間連結会計期間（１７.４.１～１７.９.３０） （単位：百万円） 

 日本 米国 計 消去又は全社 連  結 

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 14,120 2,814 16,934 － 16,934

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 2,545 5 2,550 (2,550) －

計 16,665 2,819 19,485 (2,550) 16,934

営業費用 14,768 2,666 17,434 (2,454) 14,980

営業利益 1,897 153 2,050 (95) 1,954

（注）1.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（81百万円）の主なものは、提出会

社本社の管理部門の費用の一部であります。 

2.連結子会社㈱ｵｰｹｰｹｰｷｬｽﾃｨﾝｸﾞの役員退職慰労金について、当中間連結会計期間より内規に基づく要支

給額を役員退職金引当金として計上する方法に変更しております。この結果、従来の方法によった場

合に比べ、営業利益は「日本」が1百万円減少しております。なお、「米国」への影響はありません。 

前連結会計年度（１７.４.１～１８.３.３１） （単位：百万円） 

 日本 米国 計 消去又は全社 連  結 

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 29,353 6,526 35,880 － 35,880

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 5,492 8 5,501 (5,501) －

計 34,846 6,535 41,381 (5,501) 35,880

営業費用 30,588 6,042 36,630 (5,335) 31,295

営業利益 4,258 493 4,751 (165) 4,585

（注）1.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（164 百万円）の主なものは、提出

会社本社の管理部門の費用の一部であります。 
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2.連結子会社㈱ｵｰｹｰｹｰｷｬｽﾃｨﾝｸﾞ(現㈱ｵｰｹｰｹｰｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ)の役員退職慰労金について、当連結会計年度よ

り内規に基づく要支給額を役員退職金引当金として計上する方法に変更しております。この結果、従

来の方法によった場合に比べ、営業利益は「日本」が 3 百万円減少しております。なお、「米国」へ

の影響はありません。 

３．海外売上高 

当中間連結会計期間（１８.４.１～１８.９.３０） （単位：百万円） 

 北米 アジア その他の地域 計 

海外売上高 3,729 1,236 1,065 6,030 

連結売上高 18,673 

連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 20.0 6.6 5.7 32.3 

（注）1.国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

2.各区分に属する主な国又は地域 

(1)北米 … アメリカ 

(2)アジア … 中国・韓国・台湾 

(3)その他の地域 … イタリア・オランダ・フランス 

3.海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

前中間連結会計期間（１７.４.１～１７.９.３０） （単位：百万円） 

 北米 アジア その他の地域 計 

海外売上高 2,818 1,585 849 5,252 

連結売上高 16,934 

連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 16.6 9.4 5.0 31.0 

（注）1.国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

2.各区分に属する主な国又は地域 

(1)北米 … アメリカ 

(2)アジア … 中国・マレーシア・タイ 

(3)その他の地域 … イタリア・スイス・フランス 

3.海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

前連結会計年度（１７.４.１～１８.３.３１） （単位：百万円） 
 北米 アジア その他の地域 計 

海外売上高 6,550 3,567 1,808 11,925 

連結売上高 35,880 

連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 18.3 9.9 5.0 33.2 

（注）1.国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

2.各区分に属する主な国又は地域 

(1)北米 … アメリカ 

(2)アジア … 中国・タイ・マレーシア 

(3)その他の地域 … イタリア・フランス･オランダ 

3.海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

 

 

 

生産、受注及び販売の状況 
生産、受注及び販売の状況については、「１.経営成績(1)当中間連結会計年度の概況」における各事業の種類別セグメン

ト業績に関連付けて示しております。 


